
終了時評価調査要約表

I. 案件の概要

国名：インドネシア
案件名：淡水養殖振興計画
分野：水産
援助形態：技術協力プロジェクト
所管部署：農村開発部 第3グループ 水産開発チーム
協力期間：2000年8月28日～2005年8月27日
（R/D）2000年3月29日
先方関係機関：海洋水産資源省（MOMAF）、養殖総局（DGA）、ジャンビ淡水養殖開発セン
ター（BBAT Jambi）
日本側協力機関：農林水産省（水産庁）、東京海洋大学、県水産試験場

1. 協力の背景と概要

インドネシアにおける内水面漁業・養殖業生産高は、漁業生産量の約1/4を占め、同国民への重要な
タンパク質供給源になっているとともに、同産業は当該漁業従事者約300万人の雇用生計の場となっ
ている。しかし、その供給量は同国が目標とする生産量の6割に留まっているとともに、伝統的漁業
がほとんどであることから魚種も限られ、生産性も低いレベルに留まっている。このため、近年の経
済危機と食糧不足の状況下において、淡水養殖の振興は食糧の安定供給及び雇用機会の創出に繋がる
と期待されている。

1995年同国農業省は農業大臣令に基づく水産振興に関する総合計画「技術的実施機関計画（LOKA計
画）」を策定し、水産総局はこの計画に基づき、インドネシア西部における淡水養殖の開発・普及拠
点となる「ジャンビ淡水養殖開発地域センター」の施設基盤整備を自助努力とJBIC融資（SPL：
Sector Program Loan）により進めるとともに、LOKA計画の推進に必要な淡水養殖振興にかかる技
術協力を我が国に要請してきた。これを受けてJICAは1999年8月の事前調査、同年11月の短期調査
を実施し、協力計画を策定するとともに、2000年3月には事前評価調査を実施し、2000年8月から5
年間のプロジェクト方式技術協力（現 技術協力プロジェクト）が開始された。

2. 協力内容

（1）上位目標

小規模養魚家による淡水養殖が持続的に発展する

（2）プロジェクト目標

小規模養魚家が活用できる適切な淡水養殖技術が開発され普及活動が強化される

（3）成果

1）既存養殖対象種について、質の高い親魚が種苗生産者に供給される

2）既存養殖対象種について、種苗及び養殖魚の品質が向上する

3）新魚種について、養殖・育成技術が開発される

4）地域の特性に見合った効果的な普及モデルが確立される

5）プロジェクト対象地域のステークホルダーの淡水養殖に関する関心が高まる

（4）終了時評価時点での投入

日本側：

長期専門家派遣6名



短期専門家派遣19名
研修員受入20名（長期研修2名を含む）
機材供与152百万円
ローカルコスト負担85百万円

相手国側：

カウンターパート配置30名
土地・施設提供
ローカルコスト負担（254百万円）

II. 終了時評価調査団の概要

調査者（担当分野 氏名 職位）
（1）総括／養殖技術 福所邦彦 名古屋港水族館 飼育展示部長（国内支援委員長）
（2）魚病対策 畑井喜司雄 日本獣医畜産大学 教授（国内支援委員）
（3）評価分析 夏田照平 株式会社 三祐コンサルタンツ（コンサルタント）
（4）計画評価 小林龍太郎 JICA農村開発部水産開発チーム 職員

調査期間
2005年4月12日～2005年4月30日

調査種類
終了時評価

III. 終了時評価結果の概要

1. 実績の確認

（1）投入

日本側からの投入については、量及び質について概ね適当であったと判断された。インドネシア側投
入については、プロジェクト開始当初にジャンビ淡水養殖開発センターの施設工事が遅れたことが、
その後のプロジェクト活動に遅延を来たす原因となった。その他のインドネシア側投入に関しては、
量及び質について概ね適当であったと判断された。

（2）活動

活動計画における全46の小項目の内、既に活動が完了しているのが3項目、プロジェクト終了時まで
に完了が見込めると判断されたのが26項目であり、残りの17項目が終了時までには完了が見込めな
いと判断された。活動の遅れは、施設工事の遅れや土地問題の発生、さらには予期せぬ魚病発生と地
方分権化に伴う普及制度体制の変更によるものであるが、今後何らかの対応が必要と思われる。

（3）成果

成果1については、プロジェクトの実証試験を経た優良な親魚が、コイでは2,217尾、ティラピアで
は2,400kg、パティンでは200kgが、モデル地区と他州の民間種苗生産者及び地方政府の種苗生産セ
ンターに配布・販売された。配布先では優良形質の第2世代親魚生産の広がりも期待されているなど
順調に推移している。しかしながらコイの供給はKHVの発生により中断されている他、ティラピアの
優良品種であるニロチカについては、インドネシア側の環境影響評価の手続きに時間を要したことか
ら、配布活動は始まったばかりである。

成果2については、四つの普及モデル地区において、質の高い種苗及び養殖魚が着実に生産されてい
ることから、養殖生産の品質は向上したと判断できる。しかしながら養殖生産の継続を確かなものと
するためには、特に西スマトラ州のモデル地区などでは活動期間が短く、成果2の達成レベルが低い
ことから、今後もさらなる普及活動を継続する必要があると考えられる。

成果3については、現在サンドゴビの生残率は5割以上を保つまでに至っており、プロジェクト終了ま
でには1,000尾以上の養成が見込まれていることから、試験レベルにおける養殖・育成技術は開発さ



れたと判断できる。

成果4については、養魚家の技術向上度を全てのモデル地区でレベルA（養魚家（グループ）が標準技
術を習得し、実践している）を達成するには、後2、3年はかかるものと思われる。ただし、研修と技
術指導用の普及モデルは確立され、普及活動の進展に伴い養魚家の技術レベルは着実に向上してお
り、2004年の養魚日誌の記帳率も約6割である。今後、自立した活動を目指すためには、ジャンビ淡
水養殖開発センターの職員による普及活動に加えて、各モデル地区においては、地方政府の普及活動
に対するより積極的な取り組みが重要である。

成果5については、普及ネットワークセミナー（全国レベルで3回）、公開セミナー（地方レベルで3
回）、モニタリング時の全体会議、県水産局関係者との情報交換（1-2回／月）、そしてニュースレ
ター（2回／年）、養魚日誌、宣伝用カレンダーの配布といった一連の普及活動を通じて、淡水養殖
に関する関心を高めた。セミナーや集会には多くの関係者が参加し、情報が共有されてきている。今
後は、各モデル地区において普及活動を進展させるためには、地方政府のさらなる参画が重要であ
る。

（4）プロジェクト目標

プロジェクトにより活発な普及活動が実施されてきていることと、小規模養魚家の数も増加している
ことや、養殖を実施している農家では生産量や所得が増加している事例が見られるようになってきて
おり、プロジェクト目標は順調に達成されつつあるものと思われる。しかしながら、プロジェクト活
動の遅延などから、生産量や所得が増加している事例の数は未だ十分とはいえない状況である。

（5）上位目標

スマトラ6州の生産量は毎年増えており、2000年の生産量47,192tは2003年には100,404tと2倍
以上になっていることが確認されており、プロジェクト対象地域における淡水養殖生産量の増加は、
将来的にも十分に期待することができる。

2. 評価結果の要約

妥当性：プロジェクトの妥当性は高いと判断することができる。プロジェクト目標は養殖技術の改善
と施設の整備、さらに養殖生産物の市場拡大を目指す海洋水産省の戦略計画に合致している。また、
技術開発と普及活動を同時に行うアプローチは、現場での技術的問題の発見、及びその問題に相対す
る技術開発に結びついている。

普及対象地域のスマトラ6州の内、2州については普及モデル地区が設定されていないが、セミナーや
研修等の技術移転はこの2州の人材を対象に含めて実施されていることから、プロジェクトによる便
益は公平に配分されている。

有効性：プロジェクトで標準化された技術を基にした普及活動により、十分とはいえないもののプロ
ジェクト対象地域では養魚家の数が約1.9－3.0倍に増加していることや、プロジェクトモデル地区の
56－90％の農家では生産量が増加している。また年平均25回の研修が実施されたり、全員が所得の
変化なしと回答したモデル地区を除いた5つのモデル地区では46－88％の農家が所得向上したと回答
するなど、プロジェクト目標の達成度は低くはないと判断することができ、プロジェクトの有効性は
一定のレベルに達しているといえる。専門家並びにカウンターパートの尽力が養魚家の意欲を高め、
成果に繋がったということができる。ただし、地方分権化によりインドネシア全域における普及制度
は、再構築を余儀なくされた。この大きな動きは外部条件と考えることができるが、このような厳し
い状況下においても、プロジェクトは普及活動において一定の成果を達成することができたことか
ら、今後、普及活動を中心に地方政府の十分な参画が行われれば、プロジェクト目標を達成すること
ができるものと期待される。

効率性：日本側からの投入については、量及び質について概ね適当であったと判断された。しかしな
がら、インドネシア側投入については、プロジェクト開始当初にジャンビ淡水養殖開発センターの施
設工事が遅れたことが、その後のプロジェクト活動に遅延を来たす原因となり、効率性は高いという
ことはできない。

インパクト：技術開発と普及活動の両分野において大きなインパクトが生じた。第一にプロジェクト



によってスマトラ地域で淡水養殖の本格的な研究開発が可能になったことが挙げられる。第二にはプ
ロジェクトが実施した普及活動が、養魚家の実状に即したかたちで具体的に指導されるかたちとな
り、養魚家は自分達の質問に対する詳細な回答をジャンビ淡水養殖開発センターから初めて受け取る
ことができるようになったことが挙げられる。プロジェクトの普及活動により導入された技術が普及
モデル地区の境界を越えて周辺の農家に伝播していることから、スマトラにおける養殖業振興の将来
性が期待できる。

自立発展性：現時点におけるプロジェクトの自立発展性は高いと判断できない。プロジェクト活動の
遅延の影響もあり、カウンターパートの事業や機材の管理・運営にかかる能力や、急遽発生した魚病
への技術的対応が未だ十分ではなく、また地方分権体制への移行に伴う混乱から普及体制の確立状況
も未だ不十分な状況であり、今後の改善が必要と思われる。

3. 効果発現に貢献した要因

（1）計画内容に関すること

国家政策に沿ったプロジェクト計画の策定により、プロジェクト活動がスマトラ島全土の淡水養
殖の発展に貢献する結果となった。
魚病分野の専門家及びカウンターパート研修が、予期せぬKHV発生及び養魚家からの個別相談に
対する適切な対応に繋がった。

（2）実施プロセスに関すること

技術開発と普及活動を同時に行うアプローチが、現場での技術的問題と技術開発とを適切に結び
つける結果となった。
プロジェクトから養魚家組織に直接アプローチする手法及びモデル地区の設定は技術的なニーズ
の吸い上げに効果があった。

4. 問題点及び問題を引き起こした要因

（1）計画内容に関すること

プロジェクト開始当初にジャンビ淡水養殖開発センターの施設工事が遅れたことは、その後の活
動の進捗を遅らせることとなった。なお工事が終了するまでは、普及活動のための基礎調査を重
点的に行うことで対応を行った。
プロジェクト開始当初にジャンビ淡水養殖開発センターの土地問題が発生したことは、州や中央
政府と協力して解決のために努力したものの、その後の活動の進捗を遅らせることとなった。

（2）実施プロセスに関すること

インドネシア西部におけるKHVの発生により、プロジェクトが主要な対象種としていたコイに関
する生産、配布等の方針の変更を余儀なくされた。しかしながら、その対策として、短期専門家
の派遣、カウンターパートの訓練、養魚家への魚病に関する指導などを実施した。
地方分権化による地方政府の普及制度の変更により、技術移転の対象（当初は地方政府の普及
員）の変更を余儀なくされ、地域への技術伝播を担うものがいなくなった。そのため、プロジェ
クトでは養魚家／グループに対して直接、普及活動を行うことで対応した。ただし、現在は地方
政府によっては養殖の普及員が配置されている。

5. 結論

プロジェクトにより多くの活動が実施され、数値指標は一定のレベルに達していることからプロジェ
クトの達成度は低くはないと考えられた。しかしながら、プロジェクト目標の一部の重要な部分につ
いては、以下の要因の発生により達成されないと判断された。

1）ジャンビ淡水養殖開発センターの施設工事の遅れ

2）ジャンビ淡水養殖開発センターの土地問題の勃発（国の持ち物であるセンターの土地に対する住
民の立ち退きの問題）



3）インドネシア西部におけるKHV疾病の発生

4）地方分権化による地方政府の普及制度の変更

これらの外部条件がプロジェクトの効率性を下げ、活動が遅れたことにより自立発展性を十分に確保
するには至っていないという結論に至った。一方、プロジェクトの妥当性は高く、有効性も一定のレ
ベルに達しており、活動によって強い正のインパクトが得られている。

6. 提言

（1）プロジェクトの延長に関しての提言

評価チームはプロジェクト目標の達成のためには、プロジェクト終了後もプロジェクト期間を延長さ
せ、活動を継続する必要があると判断した。ただし、その中でも一部の活動は、ジャンビ淡水養殖開
発センターのC/Pの自助努力による活動を推進するため、彼ら自身による実施を提言した

また、プロジェクトの延長期間は2年間、延長期間中の投入量として、日本人専門家は長期専門家を
「淡水養殖分野」、「養殖普及分野」の各1名、短期専門家「魚病分野」を1名程度、派遣することが
望ましいと考えられた。なお、日本でのC/P研修はプロジェクト延長期間中における計画の枠組みの
中で、日・イ側双方が必要性を認識した場合に実施することとし、現地活動経費も両者が負担するこ
とが望ましいと考えられた。なお、資機材に関しては、5年間で十分な投入を行ったため、新たな購
入は行う必要はないと考えられた。

延長期間中インドネシア側C/Pはジャンビ淡水養殖開発センターのC/Pに加え、地方政府のC/Pも含め
ることとし、施設、設備の他、必要な予算を継続的に確保するよう努力することが望まれた。

また、評価チームはプロジェクト延長期間中も2つのモデルエリアを選定し、普及活動を実施するこ
とを提案した。

これらを受け、評価チームは日・イ国政府に対して、延長にかかる手続きを取るよう提案することと
した。

（2）養殖技術開発に関する提言

インドネシア国内における技術移転の可能性：ジャンビ淡水養殖開発センターはインドネシア国内で
も淡水養殖に長い歴史を持つジャワの技術を有効活用していくことが望まれる。

ジャンビ淡水養殖開発センターと他機関との関係：ジャンビ淡水養殖開発センターは養殖総局のアレ
ンジにより、地方政府などの他機関との共同活動を、より一層実施していく必要がある。

（3）魚病対策に関する提言

KHV疾病対策： KHVに感染しても生き残る個体が一部見られるが、これらの個体はKHVキャリアと
なっていると考えられるため、一旦KHV疾病が発生した養魚家の池の魚は他の池には移動してはなら
ない。プロジェクトの取り組みとしてはKHVフリー魚を保持しておくことが肝要であり、その魚の配
布に際しては、種苗とともに、KHV疾病の発生の予防などに関する記載をしたパンフレットも一緒に
配布することが望ましい。また、養殖池においてKHV疾病が発生した場合は、水温を28度以上に保つ
ことが望ましい。さらに、実験、モデルエリアでのフィールド調査、国内外からの情報収集などを通
じて、適切な対策を模索していく必要がある。

KHV疾病に学ぶこと：KHV疾病は養魚家に対する良き警鐘であるとも考えられる。養殖業が発展して
いる中、様々な魚病が発生するようになったが、養殖業の持続的な発展のためには、これら魚病への
対策を講じ、その重要性を養魚家に普及していく必要がある。水質管理や健苗の育成を着実に行って
いくことは、その意味で重要である。

7. 教訓

（1）オンファームによる普及活動の手法

上述した篤農家や養魚家グループに焦点を当てた普及戦略、モデル地区を定めた普及戦略は、プロ



ジェクト目標達成に大きく貢献した。また、継続的なモニタリング活動や話し合い、情報交換が養魚
家グループとプロジェクトとの相互依存関係の構築に繋がった。そして養魚家の自主的な活動によ
り、他の養魚家にプロジェクトが開発した技術が伝播することとなった。

（2）他の効果的な普及手法

養魚家間、地域間によって養殖の技術レベルには相違が見られるため、画一的な技術開発はニーズの
欠落を招く。技術開発と普及活動を同時に行うアプローチが、現場での普及技術を開発技術にフィー
ドバックすることに役立った。

また、淡水養殖の普及活動を行ううえで魚病に関する活動を普及手段として取り入れることは、非常
に有効であった。

（3）土地問題

プロジェクト開始当初には、インドネシア側投入であるセンター施設の工事の遅延や、国の持ち物で
あるセンターの土地に対する住民の立ち退きの問題が発生し、解決までに時間を要したことから、結
果としてプロジェクトの進捗を遅延させることとなった。そのため、事前評価時には、このような点
にかかる問題の有無を確認するとともに、プロジェクト開始期間の設定に当たっても留意する必要が
ある。


